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１ 目的 

 本補助金は、市内の中小企業者等が、特産品開発、販路開拓、創業等の企業活動を行う場合

に必要とする経費の一部について、予算の範囲内で補助金を交付することにより、中小企業等

の積極的な事業展開等を支援し、地域経済の健全な発展及び雇用の創出を図るとともに市民生

活の向上に寄与することを目的としています。 

 

２ 補助対象者について 

 本補助の対象者は、以下の要件を全て満たす者とします。 

 (1) 中小企業者又は中小企業団体 

  ① 中小企業基本法第2 条第1 項に該当する「中小企業者」（下表参照） 

 主たる事業の業種 

中小企業者 

（下記のいずれかを満たすこと） 

資本金の額又は出資

の総額 

常時使用する従業員

の数(※) 

製造業，建設業，運輸業その他の

業種（下段3 業種を除く。） 
３億円以下 ３００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

サービス業 ５千万円以下 １００人以下 

小売業 ５千万円以下 ５０人以下 

  ② 中小企業団体の組織に関する法律第３条第１項に該当する「中小企業団体」 

   事業協同組合・事業協同小組合・信用協同組合・協同組合連合会・企業組合・ 

   協業組合・商工組合・商工組合連合会など 

   ※ 「一般社団法人」「一般財団法人」「医療法人」「歯科法人」「社会福祉法人」「NPO 法人」「農

業協同組合」「農事組合法人」「森林組合」「漁業組合」などは、対象となりません。 

 (2) 市内の中小企業者又は中小企業団体 

  ① 法人の場合は、さぬき市内に本店所在地又は主たる事業所を有し、法人設立登記がされて

いること。 

  ② 個人の場合は、さぬき市内に住所又は主たる事業所を有し、税務署に開業届が提出されて

いること。 

 (3) 市税を滞納していないこと。 

 (4) 香川県信用保証協会の保証対象となる業種 

  ■ 対象とならない業種・・・金融・保険業、射幸的娯楽業、遊興飲食業、非営利団体等 

  ※ ただし、農林漁業は、対象とします。 



2 

 

 (5) さぬき市補助金等交付規則第5 条第2 項各号に規定されるものは、対象外。 

 （以下、抜粋） 

第５条 省略 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、補助金等の交付の申請をした者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、補助金等の交付の決定をしないものとする。 

 (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

 (2) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。） 

 (3) 暴力団関係者（暴力団員又は暴力団員以外の者で、暴力団と関係を持ちながら、

その組織の威力を背景として暴対法第２条第１号に規定する暴力的不法行為等を行

うもの若しくは暴力団に資金等を供給すること等によりその組織の維持及び運営に

協力し、若しくは関与するものをいう。） 

３ 省略 

４ 省略 

(6) １事業者につき利用可能な補助メニューは年度内１回限りとする。 

 

３ 補助内容について 

 (1) 特産品開発・改良（新商品開発） 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

県内又は市内の地域資

源を活用した特産品の

新規開発、既存商品の

改良など 

専門家謝金、出張旅費、試作品作

成に係る原材料費、機械装置リー

ス料、委託費、印刷製本費、マー

ケティング調査費、広告宣伝費、

PCR 検査費（陰性証明費含む）

など 

2/3 30 万円 

  備考 

  １ 本事業は、県内又は市内の地域資源を活用した新たな特産品（新商品）の開発又は既存商

品の改良を対象とした事業である。 

  ２ 新規開発とは、補助事業者にとって新たな技術・製品であり、市場における新規性や優位

性があるものの開発をいう。 

  ３ 新商品開発・商品改良と合わせて行う販路開拓（広告宣伝等）を含む。 

  ４ 既存商品のラベル・パッケージ等のみの改良は対象外とする。（⇒デザイン等活用事業） 

  ５ PCR 検査費は開発・改良のために出張する者に限る。(県内出張は除く） 
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 (2) デザイン等活用（新商品開発） 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

デザインの開発・改良

等による、商品力向

上、自社ブランドの構

築など 

 

専門家謝金、出張旅費、委託費、

印刷製本費、PCR 検査費（陰性

証明費含む）など 2/3 20 万円 

  備考 

  １ 本事業は、デザイナーや専門家を活用したパッケージデザインなどの開発や改良、自社 

ブランドの構築などを対象とした事業である。 

  ２ PCR 検査費は開発・改良のために出張する者に限る。(県内出張は除く） 

 

 (3) 知的財産権取得（新商品開発） 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

特許権、実用新案、意

匠権、商標権等の取得

に係る出願など 

 

出願に要する経費 

2/3 10 万円 

  備考 

本事業は、知的財産権のうち、特許権、実用新案権、意匠権又は商標権等の取得にかかる 

出願を対象とした事業である。 

   

 (4) 展示会・商談会出展（販路開拓） 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

販路開拓を目的とした

市外で開催される展示

会・商談会への出展

(販売が主目的のもの

を除く。) 

 

出展経費、出張旅費、運搬費、

PCR 検査費（陰性証明費含む）

など 
2/3 

県内 ５万円 

県外 15 万円 

国外 15 万円 

  備考 

  １ 本事業は、市外で開催される販路開拓のための展示会（見本市）・商談会の出展を対象 

とした事業である。 

  ２ 物産展等、販売を主目的とした出展は、対象外とする。 
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  ３ 市内での活動は、対象外とする。 

  ４ 出展経費とは、小間料、機器リース料、装飾費等を想定。 

  ５ オンライン展示会の場合は、出展経費のみとする。 

  ６ PCR 検査費は展示会等へ出張する者に限る。(県内出張は除く） 

  ７ 香川県及びかがわ産業支援財団による共同ブースでの出展などは、限度額内であれば、 

複数回の申請を可能とする。 

 

 

 (5) IT 等活用 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

自社ホームページ等の

作成又は変更、インタ

ーネットショップへの

出店、開設、キャッシ

ュレス決済端末の導入

など 

 

委託費、作成ソフト・マニュアル

購入費、プロバイダー契約料、サ

ーバー契約料、新規回線加入料、

独自ドメイン取得料、インターネ

ットショップ入会金など 

2/3 20 万円 

  備考 

  １ 本事業は、販路開拓を目的とした自社ホームページ等の新規作成又は変更、ネットショッ

プのへ新規出店又は開設を対象とした事業である。 

  ２ 光熱水費、通信費、消耗品費など経常経費は、対象外とする。 

  ３ ホームページの変更にはクラウドファンディングの取組による変更委託費も含む。 

  

  

 (6) 自社PR ツール作成 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

自社PR を目的とした

会社案内、カタログ、

パンフレット、看板、

動画等の作成など（一

時的又は簡易的なもの

を除く。） 

 

PR ツール作成に要するデザイ

ン・動画制作委託費、印刷製本費

など 

2/3 10 万円 

   



5 

 

備考 

  １ 本事業は、自社PR を目的とした会社案内、カタログ（フォトブック）又はパンフレット

看板、動画等の作成を対象とした事業である。 

  ２ DM やチラシ、広告、POP 等、一時的又は簡易的なものは、対象外とする。 

 

 (7) 創業 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

創業後1 年以内におけ

る販路開拓に要する広

告宣伝（一時的又は簡

易的なもの等を含む） 

 

広告宣伝費、出張旅費、PCR 検

査費（陰性証明費含む）など 

2/3 30 万円 

  備考 

  １ 本事業は、創業後の販路開拓の際に要する広告宣伝を対象とした事業である。 

  ２ 創業後１年以内の方のみ対象とし、自社ホームページ等の新規作成、会社案内、カタログ

（フォトブック）又はパンフレットの作成、情報誌等への掲載料など、広告宣伝に係る経費

を対象とする。 

  ３ DM やチラシ、広告、POP 等、一時的又は簡易的なものや紙媒体ではないものなども対象

とする。（※上記(6)とは異なるので注意！） 

  ４ PCR 検査費は販路開拓活動として出張する者に限る。(県内出張は除く） 

 

 (8) 新規事業広告宣伝 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

新製品等のPR、新規

事業に係る販路開拓に

要する広告宣伝など

(販売・事業開始後3 年

以内のものに限る。) 

広告宣伝費、出張旅費、PCR 検

査費（陰性証明費含む）など 

2/3 20 万円 

  備考 

  １ 本事業は、新製品等のPR や新規事業分野での販路開拓に要する広告宣伝を対象とした 

事業である。 

  ２ 販売・事業開始後3 年以内のものに限る。 

  ３ PCR 検査費は販路開拓活動として出張する者に限る。(県内出張は除く） 
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 (9) 人材育成 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

業務に関連する研修受

講、資格新規取得など

（普通自動車運転免許又

は資格の更新を除く。） 

 

受講料、講師謝金、受験料、出張

旅費、PCR 検査費(陰性証明費含

む)など 2/3 15 万円 

  備考 

  １ 本事業は、従業員を業務に関連する研修会参加や新規資格取得などの人材育成への取組み

を対象とした事業である。 

  ２ 自社主催による研修、セミナー等の講師謝金等も対象とする。 

  ３ PCR 検査費は受講・受験のために出張する者に限る。(県内出張は除く） 

 

 

 (10) 経営革新 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

経営革新に必要と認め

られる専門家の招へ

い、事業承継、6 次産

業化の取組、DX 推

進、ＢCP の策定など 

 

専門家謝金等専門家の招へいに要

する経費、研究経費、出張旅費、

委託費、PCR 検査費（陰性証明

費含む）など 
2/3 30 万円 

  備考 

  １ 本事業は、香川県に申請する経営革新計画作成のために行う専門家の招へい又は相談、香

川県の承認を受けた経営革新計画に従って行う各種事業、事業承継支援機関の支援を受けて

行う事業承継計画策定・Ｍ＆Ａの仲介委託費、６次産業化、DX 推進、BCP の新規策定もし

くは改定に向けた取組みを対象とした事業である。 

  ２ PCR 検査費は、各取組事業について出張する者に限る。(県内出張は除く） 

 

 

 

 

 

 



7 

 

(11) SDGs 

内 容 補 助 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

事業活動を通じた

SDGs に係る取組 

専門家謝金等専門家の招へいに要

する経費、研究経費、出張旅費、

委託費、PCR 検査費（陰性証明

費含む）など 

2/3 20 万円 

  備考 

  １ 本事業は、SDGs 経営に向けた専門家の招へい又は相談等の取組みを対象とした事業 

 である。 

  ２ SDGs 経営をPR するためのホームページ変更委託費も対象とする。 

  ３ PCR 検査費は、本事業について出張する者に限る。(県内出張は除く） 

 

 

 

 

４ 申請から補助金交付までの流れについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さぬき市 

① 交付申請 

② 交付決定通知 

③ 事業着手～完了 

④ 実績報告 

⑤ 交付額確定通知 

⑥ 補助金請求 

⑦ 補助金交付 

事業者 
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５ 申請手続について 

 (1) 受付期間 

  ４月１５日～翌年２月２８日 （予算がなくなり次第、受付終了） 

   ※予算上限時において、同日申請が複数あった場合、抽選とする 

 (2) 提出書類 

  ① 交付申請書（様式第１号）（※押印不要） 

  ① 事業計画書（様式第２号の１～様式第２号の４） 

  ② 収支予算書（様式第３号） 

  ③ 必要な添付書類（補助金交付申請書に記載）     

 (3) 提出先及び提出方法 

  ① 提出先：さぬき市役所商工観光課（本庁２階） 

        〒769-2195 さぬき市志度5385-8 

  ② 提出方法：郵送又は持参 

 

６ 実績報告について 

 補助事業が完了した場合は、速やかに実績報告を行うこと。 

 (1) 提出書類 

  ① 実績報告書（様式第８号）（※押印不要） 

  ② 収支決算書（様式第９号） 

  ③ 必要な添付書類（実績報告書に記載） 

 (2) 提出先及び提出方法 

  上記５(3)に同じ。 

 

７ 補助金請求手続について 

 実績報告書提出後、市は審査を行い、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するの

で、交付確定通知書が届き次第、速やかに補助金請求を行うこと。 

 (1) 提出書類 

  ① 請求書（※押印不要） 

  ② 口座振替依頼書（必要な場合のみ） 

 (2) 提出先及び提出方法 

  上記５(3)に同じ。 
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８ その他 

 上記５～７のほか、次に該当する場合は、それぞれ手続きが必要 

 (1) 補助事業の内容又は経費の変更 

  ① 内容の変更 

   補助金交付決定後、交付申請書に記載した補助事業の内容を変更しようとするときは、あら

かじめ、市に連絡し、指示を受けること。 

   市において、補助事業の目的達成に支障を来すことなく、かつ、事業の能率低下をもたらさ

ない軽微な内容変更であると認める場合を除き、変更承認申請書（様式第５号）を市に提出し、

その承認を受けること。（様式は市ホームページからダウンロード。） 

  ② 経費の変更 

   補助金交付決定後、交付申請の際に提出した収支予算書の経費区分相互間における増減が、

補助対象経費の総額の３０パーセントを超える場合は、あらかじめ、変更承認申請書（様式第

５号）を市に提出し、その承認を受けること。（様式は市ホームページからダウンロード。） 

 (2) 遅延等の報告 

  補助事業が予定の期間内（交付申請書に 記載の完了予定）に完了することができないと見込ま

れるとき、又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに市に連絡し、指示を受けるこ

と。 

 (3) 補助事業の中止又は廃止 

  補助事業を中止又は廃止しようとするときは、 あらかじめ、中止（廃止）承認申請書 を市に

提出し、その承認を受けること。（様式は市ホームページからダウンロード。） 

 

 

９ 留意事項 

 (1) 補助回数の制限 

  市内中小企業者に対し、幅広く支援を行う観点から、会計年度内における補助申請は、１事業

者につき、１回限りとする。 

  ただし、香川県及びかがわ産業支援財団が実施する共同ブースでの出展など、市が主催、共催

又は推奨する展示会等に出展する場合は、限度額内であれば、複数回の申請が可能。 

 (2) 補助事業の着手時期 

  補助事業の着手時期は、交付決定のあった日以後であること。ただし、市において補助事業の

性格上又はやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。その場合は、直ちに市に

連絡し、指示を受けること。 



10 

 

  事業の事前着手とは、具体的には、発注、契約、購入、研修参加申込、展示会の出展申込等の

ことをいう 。 

  また、補助事業の性格上又はやむを得ない場合とは、例えば、人材育成事業や販路開拓事業に

おいて、研修参加や出展の申込時期が、補助金申請受付開始の４月以前であった場合などをいう。 

 (3) 租税等の取り扱い 

  補助対象経費には、消費税、地方消費税、印紙税、登録免許税及び源泉所得税並びに公証人手

数料相当額を含まない。 

 (4) 補助金額の端数処理 

  補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、切り捨てる。 

 (5) 情報の公表及び協力 

  補助事業者は、市が補助事業の成果を調査し、公表し、又は普及を図ろうとしたときは、これ

に協力するものとする。 

  なお、市は、補助事業者の名称や補助事業の取組内容及び成果について、補助事業者の協力を

得て、地域産業振興策の実例として公表する場合がある。 

 (6) 経理関係書類の保存 

  補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、か

つ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければなら

ない。 

 

 

１０ Q&A 

 Q１ 補助を受けられる事業者の要件はありますか？ 

 A１ 主に、以下の要件があります。詳しくは、手引きの２を参照してください。 

   (1) さぬき市内に本店所在地又は主たる事業所（個人の場合は、住所又は主たる事業所）が

ある中小企業者が対象です。 

   (2) 香川県信用保証協会の保証対象業種（農林・漁業を含む）が補助の対象になります。 

   (3) 市税を滞納していないことも要件となります。 

   (4) 恒常的に行われている（又はこれから行う予定の）業務であって、本業であることが条

件です。 

 

 Q２ 補助対象外の経費はどのようなものですか？ 

 A２  (1) 人件費、家賃及び光熱水費など 

      (2) 消耗品、備品、通信費及び通常の設備投資費用 
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      (3) 振込手数料・消費税、地方消費税など 

   (4) 通常の事業活動とみなされる経費など 

   (5) その他、公序良俗に反するなど、補助金の交付対象として不適切と判断されるもの 

 

 Q３ 同じ事業に対して、国や県等から補助金を受ける予定ですが、補助金の交付を受けられま

すか？ 

 A３ 同一の事業に対して国や県等から補助金の交付を受けた事業については、補助対象経費か

ら当該補助金を差し引いた額を補助対象経費とします。 

 

 Q４ 補助事業の併用はできますか？ 

 A４ 当該年度内に１回限りの申請となります。ただし、展示会・商談会出展については、限度

額以内であれば、条件付きで複数回の申請が可能です。（⇒９(1) 参照） 

 

 Q５ 交付申請書の申請者欄の「所在地（住所）」とは？ 

 A５ 法人（会社）の場合は、法人登記上の所在地を、個人事業主の方は、住民基本台帳（住民

票）上の住所を記載してください。 

 

 Q６ 事業計画書の「所在地又は住所」、「事業所所在地」とは？ 

 A６ 「所在地又は住所」には、交付申請書の申請者欄の「所在地（住所）」と同一の内容を、

「事業所所在地」には、事業を営んでいる場所（事業所、事務所等）の所在地を記載してく

ださい。 

 

 Q７ 事業計画書の従業員数とは？ 

 A７ 会社全体の従業員数を記載してください。（市内事業所に従事する従業員数ではありませ

ん。） 

 

 Q８ 交付申請書に添付する法人登記事項証明書の発行日付は、古いものでもいいですか？ 

A８ 第１段階…証明書の内容が現状と変更がない場合はその証明書をご提出いただきます。 

第２段階…交付決定後、３ヶ月以内に発行された証明書をご提出ください。 

               (ただし、第１段階で３ヶ月以内に発行された証明書を提出している場合は不要) 

 

 Q９ 交付申請書を提出したら補助事業を開始できますか？ 

 A９ 補助事業の着手時期は、原則として、交付決定のあった日以後となります。（⇒９(2) 参照） 
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Q10 事前着手とは、具体的に何を指しますか？ 

 A10 発注、契約、購入、研修参加申込、展示会の出展申込等のことを指します。なお、見積り

は、事前着手には含まれません。（⇒９(2) 参照） 

 

 Q11 交付決定後に、交付申請書に記載した事業内容を変更したいのですが。 

 A11 あらかじめ、市に連絡し、指示を受けてください。 

 

 Q12 交付決定後に経費を変更したいのですが。 

 A12 申請時に提出した収支予算書の経費区分相互間における増減が、補助対象経費の総額の３

０パーセント以内の増減であれば特段の手続は不要です。３０パーセントを超える場合は、

あらかじめ、変更承認申請書を市に提出し、承認を受ける必要があります。 

 

 Q13 補助事業の完了とはいつの時点を指しますか？ 

 A13 事業に係る支払いが全て終了した時点を指します。 

 

 Q14 事業完了後に留意することはありますか？ 

 A14 補助金により取得した財産の管理、経理関係書類の保存などに留意してください。 

 

 Q15 対象経費は、現金で支払っても良いですか？ 

 A15 対象経費の支払いは、原則として「銀行振込」としますが、店頭での原材料や備品購入等、

銀行振込が困難な場合は、現金支払いも可とします。なお、いずれの場合も、支払いが完了

したことが分かる資料（振込明細、通帳、レシート、領収書等のコピー）の提出を求める場

合がありますので、ご留意ください。 

 

 Q16 ポイントによる支払、小切手や手形による支払、他の取引との相殺による支払は認められ

ますか？ 

 A16 認められません。 

 

 Q17 他の取引との混合支払は、認められますか？ 

 A17 支払明細書、内訳書等で対象経費分の支払が確認できる場合は、認められます。 
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Q18 クレジットカードでの支払は認められますか？ 

 A18 認められません。 

 

 Q19 消費税は対象経費に含まれますか？ 

 A19 含まれません。 

 

 Q20 振込手数料は、対象経費に含まれますか？ 

 A20 含まれません。なお、請求額から振込手数料を差し引いて振込む場合（振込手数料を支払

先が負担）は、請求額を支払ったものとみなします。 

                           

 

 

 

さぬき市建設経済部商工観光課 

〒769-2195 

 さぬき市志度5385番地8 

 TEL 087-894-1114 

 FAX 087-894-3444 

 Mail syokokanko@city.sanuki.jp 


